
平成27年度技術士第二次試験問題〔建設部門〕

9建設部門【必須科目 I】

I 次の20問題のうち15問題を選び解答せよ。(解答欄に 1つだけマークすること。)

1 -1 世界各国の国内貨物輸送量の機関分担率(トンキロベース)を示した下図において，

(ア)~(オ)の組合せとして最も適切なものは次のうちどれか。

(ア) (イ) (ウ) (エ) (オ)

① 米国 英国 日本 フランス ドイツ

② 米国 フランス 英国 日本 ドイツ

③ 英国 フランス ドイツ 日本 米国

④ ドイツ 英国 米国 日本 フランス

⑤ フランス ドイツ 日本 英国 米国

圏内貨物輸送量の輸送機関別分担率の国際比較(トンキロバース)

(ア)

(イ)

(ウ)

(エ)

(オ)

。 10 20 30 40 50 60 70 80 90 

自道路 岱パイフ。ライン ぉ航空 誌船舶 諒鉄道

(注)1 日本は2011年度，米国，英国，フランス，ドイツは2009年の数値。
lち道路について

3米国は米国運輸省，英国，フランス，ドイツについてはEU及び、国際民間航空機関調べO

4 英国，フランス，ドイツの船舶は内陸水路によるものに限る。

(出典:平成24年度版 国土交通白書より作成)
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1 -2 i国土のグランドデザイン2050Jに関する次の記述のうち，最も不適切なものは

どれか。

① 基本的な考え方のーっとして，地域構造を「コンパクトJ+ iネットワークJという

考え方で、っくり上げ，国全体の「生産性」を高めていくこととした。

② 国土づくりの基本理念として， i多様性(ダイバーシティ)J ， i連携(コネクティビテ

ィ)J， i一極集中(コンセントレーション)Jの3つを提示した。

③ リニア中央新幹線が三大都市圏を結ぶことにより，スーパー・メガリージョンを構築

し，その効果を他の地域にも広く波及させ，新たな価値を生み出すことを基本戦略の一

つに位置付けた。

④ 海洋・離島においては，海洋権益を保全し，海洋エネルギー・鉱物資源の開発を推進

していくほか，海洋再生可能エネルギーの使用の促進を目指すこととした。

⑤ 本グランドデザインを素材として，我が国の未来の国土や地域の姿について，国民の

間で活発な議論が展開されることを目指すこととした。
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I-3 公共工事の品質確保のための施策に関する次の記述のうち，最も不適切なものはど

れか。

① 「公共工事の品質確保の促進に関する法律」では，発注者は品質確保のために高度な

技術又は優れた工夫を含む技術提案を求めたときは，当該技術提案の審査の結果を踏ま

えて，予定価格を定めることができるとしている。

② 「公共工事の品質確保の促進に関する法律」では，公共工事の品質は経済性に配慮、し

つつ価格以外の多様な要素をも考慮し，施工性及び安全性が総合的に優れた内容の契約

がなされることにより，確保されなければならないとしている。

③ CM方式とは，建設生産・管理システムの一つであり，コンストラクションマネージ

ャーが技術的な中立性を保ちつつ発注者の側に立って，設計・発注・施工の各段階にお

いて設計の検討や工事発注方式の検討，工程管理，品質管理，コスト管理などの各種の

マネジメント業務の全部又は一部を行うものである。

④ 1S09001 : 2008を基に作成した]1S Q 9001 : 2008では，要求事項に対する製品

の適合性に影響を与えるプロセスをアウトソースする場合に，アウトソースしたプロセ

スに関して管理を確実にしなければならないと定めている。

⑤ 「公共工事標準請負契約約款」におけるかし担保は，発注者は，工事目的物にかしが

あるときは，受注者に対して相当の期間を定めてそのかしの修補を請求し，又は修補に

代え若しくは修補とともに損害の賠償を請求することができる。ただし，かしが重要で

はなく，かつ，その修補に過分の費用を要するときは，発注者は，修補を請求すること

ができないとしている。
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1-4 公共事業におけるコスト縮減に関する次の記述のうち，最も不適切なものはどれか。

① 事業をスピードアップすることは，事業便益の早期発現が可能となり，コスト縮減に

もつながる口

② 設計段階から維持管理段階までの幅広い分野の技術者による設計VEを，設計の早期

段階から推進することは，コスト縮減策の 1っとして挙げられる。

③ 国土交通省は，平成20年度から 5年間で，平成19年度と比較して 15%の総合コス

ト改善率の達成を目標とし，平成24年度の国土交通省・関係機構における標準的な公

共事業コストについては，物価変動を考慮しない場合，総合コスト改善率が11.7%と

なった。

④ コスト縮減策の 1っとして，工事における事業関連携を推進するためにローカルルー

ルの設定を促進することが挙げられる。

⑤ 「国土交通省公共事業コスト構造改善フ。ログラムj の取組みの中で，調達の最適化を

推進しているが，具体的な施策の 1っとして，維持管理付き工事の積極的導入を図るこ

とが挙げられている。

1 -5 次の記述のうち，最も不適切なものはどれか。

① 「国土利用計画法Jでは，同法の全国計画と他の国の計画との関係について，国土の

利用に関しては 全国計画を基本とするものとされている。

② 「国土形成計画法」では，国は 総合的な国土の形成に関する施策の指針となるべき

ものとして，全国の区域について，国土形成計画を定めるものとされている。

③ 「国土形成計画法」に基づく広域地方計画は，首都圏，近畿圏及び中部圏以外の区域

を対象として定めるものとされている。

④ 「首都圏整備法J，i近畿圏整備法」及び「中部圏開発整備法」に基づき，三大都市圏

の整備計画等が作成され，この整備計画等において各圏域の基本的な整備の方向が示さ

れることとなっている。

⑤ 「半島振興法」では，半島振興対策実施地域の指定があったときは，関係都道府県は，

当該半島振興対策実施地域に係る半島振興に関する計画を作成しなければならないとさ

れているD
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1 -6 次の記述のうち，最も不適切なものはどれか。

① 「都市再生特別措置法Jでは，都市再生事業を行おうとする者は，当該都市再生事業

を行うために必要な都市再生特別地区に関する都市計画の決定又は変更をすることを提

案することができるとされている。

② 「景観法」では，良好な景観は，地域住民の意向を踏まえ，それぞれの地域の個性及

び特色の伸長に資するよう，その多様な形成が図られなければならないとされている。

③ 「都市再開発法」では，市街地再開発組合は，第一種市街地再開発事業の施行区域内

の土地について第一種市街地再開発事業を施行することができるとされている。

④ 「密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律Jによる防災街区整備事業

は，密集市街地において特定防災機能の確保と土地の合理的かっ健全な利用を図るため

のものとされている。

⑤ 「都市緑地法Jでは，緑化地域に関する都市計画には，建築物の建築面積の敷地面積

に対する割合の最高限度を定めることができるとされているD
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1 -8 建設環境に関する次の記述のうち，最も不適切なものはどれか。

① 「土壌汚染対策法」の目的は，土壌汚染の把握に関する措置及びその汚染による人と

野生動物への影響を防ぐ措置を定めること等により，土壌汚染対策の実施を図り，もっ

て国民の健康と生物生息環境の保護を図るものである口

② 地球温暖化対策には緩和策と適応策があるが，緩和策，適応策のいずれも単独ではす

べての気候変化の影響を避けることはできないが，両者を用いて相互補完的に取り組む

ことにより，気候変化のリスクを大きく減少させることができる。

③ 「環境影響評価法」に基づいて実施される計画段階配慮書手続きにおいては，事業の

位置等に関する複数案には，現実的である限り，当該事業を実施しない案(ゼロ・オプ

ション)を含めるように努めることとされている。

④ 「水循環基本法」においては，その基本理念として，水循環の重要性，水の公共性，

健全な水循環への配慮、，流域の総合的管理，水循環に関する国際的協調がうたわれてい

る。

⑤ 水質汚濁防止対策として，特定事業場の排水口における排水基準を設けていることに

加え，閉鎖性の高い海域である東京湾，伊勢湾及び瀬戸内海を対象として総量規制を導

入しているD
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1-9 災害・防災に関する次の記述のうち，最も不適切なものはどれか。

① 平成25年度国土交通白書によると， i火山防災のために監視・観測体制の充実等が必

要な火山」として火山噴火予知連絡会によって選定された47火山については，観測施

設を整備し， 24時間体制で火山活動を監視している。

② 平成25年 6月の「水防法」の改正により，浸水想定区域において，市町村地域防災

計画に定められた地下街等の所有者又は管理者は自衛水防の取組みとして避難の確保や

浸水の防止に関する計画の作成，訓練の実施，自衛水防組織の設置を行わなければなら

ない

③ 大規模な災害による社会経済の壊滅的被害を回避するためには，最悪の事態も想定・

共有して，国，地方公共団体，公益事業者等が，応急活動等のオペレーション等を行う

ための実効性のある体制や必要な計画等についてあらかじめ定めておくことが必要であ

るD

④ 中央防災会議による南海トラフ地震防災対策推進地域の指定があったときは，国土交

通省は南海トラフ地震防災対策推進基本計画を作成し その実施を推進しなければなら

ない口

⑤ 国際的な防災戦略について議論する国連主催の会議である国連防災世界会議が，平成

27年 3月に仙台にて開催され， i仙台防災枠組2015-2030J及び「仙台宣言」が採択

された。

1 -10 i災害対策基本法」に関する次の記述のうち，最も不適切なものはどれか。

① 国は，組織及び機能の全てを挙げて防災に関し万全の措置を講ずる責務を有する口

② 内閣総理大臣を会長とする中央防災会議は，防災基本計画を作成する。

③ 政府は，毎年，防災に関する計画及び防災に関してとった措置の概況を国土審議会に

報告しなければならない。

④ 防災とは，災害を未然に防止し，災害が発生した場合における被害の拡大を防ぎ，及

び災害の復旧を図ることをいう。

⑤ 市町村の地域について災害が発生し，防災の推進を図るため必要があると認めるとき

は，市町村長は，市町村地域防災計画の定めるところにより，市町村災害対策本部を設

置することができる。
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1 -11 我が国の循環型社会の形成に関する次の記述のうち，最も不適切なものはどれか。

① 下水汚泥は，全産業廃棄物排出量の約4割を占め，平成23年度の排出量は約5，000

万トンであり，その減量化， リサイクルの推進が課題で、ある。

② 平成14年度以降，新たに不法投棄が確認された 1件当たり 10トン以上の産業廃棄物

の投棄件数，量は概ね減少傾向にあり，平成25年度は件数が約160件でその投棄量は

約 3万トンであった。

③ 国土交通省のリサイクル原則化ルールでは，同省の発注する建設工事においてコンク

リート塊，アスフアルト・コンクリート塊を廃棄物として工事現場から搬出する場合は，

経済性にかかわらず再資源化施設へ搬出することとなっている。

④ 循環型社会の構築に向けて循環資源の「環」を形成するため，循環資源の広域流動の

拠点となる港湾がリサイクルポートとして指定されている。

⑤ 平成24年度の建設廃棄物の排出量は平成20年度より約14%)増加したが，最終処分量

は減少した。

1 -12 我が国の建設産業に関する次の記述のうち，最も不適切なものはどれか。

① 平成23年度末の建設業許可業者数のうち，資本金が 1億円以上の業者数の構成率は

1%程度である。

② 30歳未満の建設業就業者数は平成7年から平成22年の聞に約 1/3に減少し，全建設

業就業者に占める割合も概ね半減している。

③ 平成25年度の建設投資額はピーク時(平成4年度)から約40%減となる見通しであ

るが，平成25年度末の建設業許可業者数はピーク時(平成11年度)から約20%の減で

ある。

④ 建設業における労働災害による死亡者数は概ね減少傾向にあるが，平成25年の数値

は全産業の労働災害による死亡者数の約 1/3を占める。

⑤ 建設業の売上高経常利益率は，平成21年度以降平成25年度まで全産業の平均値を下

回っており，減少傾向も続いている。
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1 -13 我が国の交通不ットワークに関する次の記述のうち，最も不適切なものはどれか。

① 鉄道事業者間の乗り換えの不便の解消，ターミナルの混雑の緩和を図るため，現在，

地下鉄と他鉄道事業者間の相互直通運転が，首都交通圏，中京交通圏，京阪神交通圏及

び福岡交通圏で実施されている。

② 我が国の乗合ノ〈スの輸送人員及び1人当たり平均輸送キロは，平成15年度以降10年

間ほぼ一貫して減少傾向にある。

③ 平成25年度末において， I空港法」に定める拠点空港及び地方管理空港の数の合計は，

我が国全体で80を超えるが，このうち空港への乗入れを目的に整備された空港アクセ

ス鉄道(モノレール及び、新交通システムを含む。)のある空港は11空港である。

④ 国際海上コンテナ物流において我が国と北米・欧州等を結ぶ国際基幹航路を安定的に

維持し拡大していくため，阪神港及び京浜港が国際コンテナ戦略港湾に選定されている。

⑤ 「全国新幹線鉄道整備法」に基づき建設が進められている整備新幹線の中で，最も新

しく開業した区間は北陸新幹線の長野~金沢間である。

1 -14 我が国のバリアフリー化の現状及び「高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進

に関する法律(以下，バリアフリー法と呼ぶ。)Jに関する次の記述のうち，最も不適切な

ものはどれか。

① 「交通政策基本法Jに基づく「交通政策基本計画」において，豊かな国民生活に資す

る使いやすい交通の実現のため，バリアフリーをより一層身近なものにすることが目標

の1つとされている。

② 「バリアフリー法」に基づき，重点整備地区について移動等円滑化に係る事業の重点

的かっ一体的な推進に関する基本的な構想を作成した市町村の数は，平成26年9月末

現在で250を超えている。

③ 「バリアフリー法」では，国民は，高齢者，障害者等の自立した日常生活及び社会生

活を確保することの重要性について理解を深めるとともに これらの者の円滑な移動及

び施設の利用を確保するために協力するよう努めなければならないとされている口

④ 「バリアフリー法」に基づく「移動等円滑化の促進に関する基本方針」において， 1 

日当たりの平均的な利用者数が1，000人以上である公共交通機関の旅客施設については，

平成32年度までに，段差の解消等の移動等円滑化を実施する目標が定められている。

⑤ 「バリアフリー法Jに基づき，駅，官公庁施設，病院等を結ぶ道路や駅前広場等にお

いて，幅の広い歩道の整備や歩道の段差・傾斜・勾配の改善，無電柱化，視覚障害者誘

導用ブロックの整備等による歩行空間のユニバーサルデザインが推進されている。
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1 -15 平成25年度国土交通白書に示された1CTの利活用に関する次の記述のうち，最も

不適切なものはどれか。

① 国土交通分野における情報化施策は，内閣総理大臣を本部長とする高度情報通信ネッ

トワーク社会推進戦略本部と連携して推進されている。

② 高度道路交通システム(ITS) として社会に浸透したものに，全国の有料道路の多く

で利用可能になったETCや道路交通情報通信システム (V1CS)がある。

③ スマートウェイの全国展開として， 1TSスポット及び対応カーナビにより，ダイナミ

ックルートガイダンス(広域的な渋滞情報の提供)，安全運転支援(落下物や渋滞末尾，

天候等の情報提供)及びETCの3つの基本サービスを実現したD

④ 「地理空間情報」を1CTを用いて更に高度に利活用するため， I地理空間情報活用推

進基本計画」に基づき，「G空間社会(地理空間情報高度活用社会)Jの実現に向けた取

組みが推進されている。

⑤ C1M (Construction 1nformation Modeling)の導入に向けて，平成24年度には，

全国の直轄事業の中からモデ、ル事業が選定され 概略設計・予備設計における試行から

取組みが始まっている。

1 -16 国際標準に関する次の記述のうち，最も不適切なものはどれか口

① WTO/TBT協定では， WTO加盟国が国内での強制力を持つ規格を定める場合，関

連する国際規格が存在するとき又はその仕上がりが目前であるときは，その国際規格を

強制規格の基礎として用いることとされている。

② 1S09000は，品質マネジメントシステムに関する国際規格であり，効果的な品質マ

ネジメントシステムを実施，運用することを支援するために開発された。その中で明示

された品質マネジメントの 8つの原則に「リーダーシップ」は含まれない。

③ 1S014000シリーズは，環境マネジメントに関する国際規格であり，環境への影響を

持続的に改善するために必要な様々な事項を規定している。この規格自体は，特定の環

境パフォーマンス基準には言及しない。

④ 1S031000は， リスクマネジメントに関する国際規格であり， リスクを運用管理する

ためのプロセスを詳述し，そのプロセスを組織が構築，実践及び継続的に改善すること

を推奨している。

⑤ 1S09001及び1S014001の取得の有無は建設業法に基づく経営事項審査において，

加点項目として採用されている。その際は，防災活動への貢献や研究開発の実施と同様

に社会性等の項目で加点評価される。
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1 -17 発電に関する次の記述のうち，最も不適切なものはどれか口

① 「調整池式水力発電」では，夜間や週末の電力消費の少ない時には発電を控えて河川

水を池に貯め込み，消費量の増加に合わせて水量を調整しながら発電する。

② ガスタービンと蒸気タービンを組み合わせた「コンバインドサイクル発電Jでは，蒸

気タービンのみの発電に比べ，発電電力量当たりの二酸化炭素排出量が少なくなる。

③ 「加圧水型原子力発電Jでは，炉心で発生した熱を除去する冷却水が原子炉容器内で

沸騰した状態で炉外へ取り出され，その蒸気で直接タービンを回して発電する。

④ 「洋上風力発電」では，広大な空間と安定した風環境を利用できること，かっ我が国

においては遠浅の海域が少ないなどの地形上の制約から，浮体式のポテンシャルは非常

に大きい。

⑤ 「バイオマス発電」では，家畜排世物や生ごみなど，捨てていたものを資源として活

用することで，地球環境の改善に貢献できる。

1 -18 次の記述のうち，最も適切なものはどれかD

① コンクリートは圧縮強度が引張強度に比べて低く，この欠点を補うために，鉄筋など

の鋼材を使用して鉄筋コンクリート構造にしている。

② 飽和粘土のような透水性が小さい土が作用を受け 内部の間隙水が徐々に排出されて

長時間かかつて体積が減少していく現象を，土質力学分野では圧縮と定義されている。

③ 設計基準強度が， 18 N/mm2と30N/mm2のコンクリートのヤング係数を比較する

と，前者の方が後者より大きい。

④ マニング (Manning) の平均流速公式において，粗度係数が大きいほど流速は速く

なる。

⑤ モルタルの構成材料は，コンクリートを構成する材料から粗骨材を除いたものである。
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1 -19 次の記述のうち，最も不適切なものはどれか。

① 粗骨材の最大寸法とは，質量で骨材の90%以上が通るふるいのうち，最小寸法のふ

るいの呼び寸法で示される粗骨材の寸法のことである。

② スマートコミュニティとは，高密度で近接した開発形態，公共交通機関でつながった

市街地，地域のサービスや職場までの移動の容易さ，という特徴を有した都市構造のこ

とである。

③ MICE (マイス)とは，企業等の会議，企業等の行う報奨・研修旅行 国際機関・団

体・学会等が行う国際会議，展示会・見本市，イベント等，多くの集客交流が見込まれ

るビジネスイベント等の総称のことである。

④ 社会インフラのストック効果は，移動時間の短縮，輸送費の低下等により経済活動の

生産性を向上させ，経済成長をもたらす生産力効果と，アメニティの向上，衛生状態の

改善，災害安全性の向上等を含めた生活水準の向上に寄与し経済厚生を高める厚生効果

の2つに分けることができる。

⑤ 施工パッケージ型積算方式とは，直接工事費について，施工単位ごとに機械経費，労

務費，材料費を含んだ標準単価を設定し，積算する方式のことである。

1 -20 次の記述のうち，最も不適切なものはどれか。

① コールドジョイントとは，コンクリートを層状に打ち込む場合に 先に打ち込んだコ

ンクリートと後から打ち込んだコンクリートとの聞が，完全に一体化した連続面のこと

である。

② 大深度地下とは，地下室の建設のための利用が通常行われない深さ，又は建築物の基

礎の設置のための利用が通常行われない深さのうち，いずれか深い方の深さの地下のこ

とである。

③ 補強土工法とは，土中に土よりも高剛性，高強度の補強材を敷設あるいは挿入し，土

と補強材との相互作用により地盤の変形を内部から拘束し，土塊全体の安定性や強度を

高める工法のことである。

④ 労働災害の統計に用いられる強度率とは， 1，000延べ実労働時間当たりの労働損失日

数で，災害の重さの程度を表す。

⑤ トラフィカビリティーとは，ブルドーザーやダンプトラック等の建設機械の走行性や

作業性の良否を示す地表面の能力のことである。
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